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墨田区後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  

 （保険料を徴収すべき被保険者） 

第３条 区が保険料を徴収すべき被保険者は、

 次に掲げる被保険者とする。 

 ⑴ 区内に住所を有する被保険者（法第５

５条（法第５５条の２第２項において準

用する場合を含む。）の規定により広域

連合以外の後期高齢者医療広域連合の被

保険者とされた者を除く。） 

 ⑵ 法第５５条第１項（法第５５条の２第

２項において準用する場合を含む。）の

規定の適用を受ける被保険者であって、

病院等（法第５５条第１項に規定する病

院等をいう。以下同じ。）に入院等（法 

  第５５条第１項に規定する入院等をいう。

  以下同じ。）をした際区内に住所を有し

ていた被保険者 

 ⑶ 法第５５条第２項第１号（法第５５条 

  の２第２項において準用する場合を含 

  む。）の規定の適用を受ける被保険者で

あって、継続して入院等をしている２以

上の病院等のうち最初の病院等に入院等

をした際区内に住所を有していた被保険

者 

 ⑷ 法第５５条第２項第２号（法第５５条 

  の２第２項において準用する場合を含 

  む。）の規定の適用を受ける被保険者で

あって、最後に行った法第５５条第２項

第２号に規定する特定住所変更に係る同

号に規定する継続入院等の際区内に住所

を有していた被保険者 

 ⑸ 法第５５条の２第１項の規定の適用を

受ける被保険者であって、国民健康保険

法（昭和３３年法律第１９２号）第１１

６条の２第１項及び第２項の規定の適用

を受け、これらの規定により区内に住所

を有するものとみなされた国民健康保険

の被保険者であった被保険者 

 〔同左〕 

第３条 〔同左〕 

 

 ⑴ 区内に住所を有する被保険者（法第５

５条の規定により広域連合以外の後期高

齢者医療広域連合の被保険者とされた者

を除く。） 

 

 ⑵ 法第５５条第１項の規定の適用を受け

る被保険者であって、病院等（同項に規

定する病院等をいう。以下同じ。）に入

院等（同項に規定する入院等をいう。以

下同じ。）をした際区内に住所を有して

いた被保険者 

 

 

 ⑶ 法第５５条第２項第１号の規定の適用

を受ける被保険者であって、継続して入

院等をしている２以上の病院等のうち最

初の病院等に入院等をした際区内に住所

を有していた被保険者 

 

 

 ⑷ 法第５５条第２項第２号の規定の適用

を受ける被保険者であって、最後に行っ

た同号に規定する特定住所変更に係る同

号に規定する継続入院等の際区内に住所

を有していた被保険者 

 

 

   〔新設〕 

 

 

 

 

 

 



 

 

   付 則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   付 則 

 （平成２０年度における被保険者に係る保

険料の徴収の特例） 

第２条 平成２０年度における第３条に規定

する被保険者（次条第１項に規定する被扶

養者であった被保険者を除く。）に係る普

通徴収の方法によって徴収する保険料の納

期は、第４条第１項の規定にかかわらず、

次のとおりとする。 

 ⑴ 第１期 ７月１日から同月３１日まで 

 ⑵ 第２期 ８月１日から同月３１日まで 

 ⑶ 第３期 ９月１日から同月３０日まで 

 ⑷ 第４期 １０月１日から同月３１日ま

で 

 ⑸ 第５期 １１月１日から同月３０日ま

で 

 ⑹ 第６期 １２月１日から翌年１月４日

まで 

 ⑺ 第７期 １月１日から同月３１日まで 

 ⑻ 第８期 ２月１日から同月末日まで 

 ⑼ 第９期 ３月１日から同月３１日まで 

２ 平成２０年度において、第３条に規定す

る被保険者に係る普通徴収の方法によって

徴収する保険料の納期について第４条第３

項の規定を適用する場合においては、同項

中「区長が別に定める」とあるのは、「７

月１日以後における区長が別に定める時期

とする」とする。 

 （平成２０年度における被扶養者であった

被保険者に係る保険料の徴収の特例） 

第３条 平成２０年度における被扶養者であ 

 った被保険者（法第９９条第２項に規定す

る被扶養者であった被保険者をいう。以下

同じ。）に係る普通徴収の方法によって徴

収する保険料の納期は、第４条第１項の規

定にかかわらず、次のとおりとする。 

 ⑴ 第１期 １０月１日から同月３１日ま

で 

 ⑵ 第２期 １１月１日から同月３０日ま

で 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （延滞金の割合の特例） 

第２条 当分の間、第５条第１項に規定する

延滞金の年１４．６パーセントの割合及び

年７．３パーセントの割合は、同項の規定

にかかわらず、各年の特例基準割合（当該

年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第９３条第２項の規定により

告示された割合に年１パーセントの割合を

加算した割合をいう。以下同じ。）が年７ 

 ．３パーセントの割合に満たない場合には、

 その年（以下「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用

年における特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（当該加算した割合が年７．３パーセン

トの割合を超える場合には、年７．３パー

セントの割合）とする。 

 ⑶ 第３期 １２月１日から翌年１月４日

まで 

 ⑷ 第４期 １月１日から同月３１日まで 

 ⑸ 第５期 ２月１日から同月末日まで 

 ⑹ 第６期 ３月１日から同月３１日まで 

２ 平成２０年度において、被扶養者であっ

た被保険者に係る普通徴収の方法によって

徴収する保険料の納期について第４条第３

項の規定を適用する場合においては、同項

中「区長が別に定める」とあるのは、「１

０月１日以後における区長が別に定める時

期とする」とする。 

 〔同左〕 

第４条 〔同左〕 

  

   付 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 


